
（1）.製品の開発、製造およびサービスまで、全ての組織が各活動において省資源・省エネルギーの推進・

廃棄物の削減など、環境影響に対して適切な保全向上に努める。

（2）.継続的な環境改善と汚染の未然防止に努める。

（3）.環境に関わる法規制その他の要求事項を遵守し、自主管理基準に基づく事業活動を責任をもって

管理する。

（4）.本方針遂行のために、環境目的および目標を設定し、計画的に活動するとともに活動内容を自主

的に見直し、第三者の監査を受け確認する。

（5）.本方針は文書化され、環境マネジメントシステムにより実施し維持するとともに、組織で働くま

たは組織のために働く全ての人に周知する。また、環境意識向上のための教育・啓発活動に努める。

（6）.地域の環境保全に可能な限り貢献し、地域との共生に努める。

（7）.本方針は開示し、一般の人が入手可能とする。

製品環境委員会 生産環境委員会

環境委員会

経営会議

社会活動推進委員会 関連会社環境委員会

環境方針

環境マネジメント

環境マネジメント推進体制

澤藤電機は、環境保全活動を推進するために、全社的組織として社長に任命された環境管理責任者を委員長とする.

「環境委員会」を設置し、基本方針の決定と環境にかかわる諸活動を推進しています。

また、各専門委員会を設けて各分野における実行推進をしています。

制定 1997年5月
改訂 2005年6月

澤藤電機株式会社
代表取締役社長

〈環境取り組みの考え方〉
澤藤電機は、経営理念に基づいた「環境方針」を定め、環境マネジメントシステムを構築し、国内外
における条約や法令を遵守しています。また、環境課題を認識して社内はもとより、地域、地球の
環境に対し持続可能な環境取り組みを実施しています。その取り組み内容は以下の通りです。

環境報告

製品、技術開発面での環境負
荷物質規制への対応

環境推進啓発活動の展開およ
び確認

生産活動における環境負荷低
減活動の推進

社会貢献活動、ボランティア
活動などの推進

関連会社・仕入先の環境マネ
ジメントシステム取得による
自立化支援
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項 目 取り組み方針 2015年度.
目 標 値

2015年度.
実績結果

2020年度.
目 標 値

地球温暖化防止

生産活動におけるCO2低減対策
の積極的な推進

売上高対比CO2排出量
を2014年度対比4.4％低減 2.3％低減 売上高対比CO2排出量

を2015年度対比8％低減

物流活動におけるCO2低減対策
の積極的な推進

売上高対比物流CO2排出量
を2014年度対比1％低減（傭庫含む） 5.1％増 売上高対比物流CO2排出量

を2015年度対比5％低減

環境負荷物質の
管理・低減

ELV 指令4物質、RoHS 指令6物質
の代替化

ELV 指令4物質、RoHS 指令6物質
を全廃 継 続 継 続

生産活動におけるPRTR 対象化学物質
の排出量低減

売上高対比PRTR 対象化学物質排出量
を2014年度対比1％低減 1.5％増 単年度の低減数値目標を設定し

継続的に改善

排出物低減と
省資源

生産・物流活動における排出物の低減
と資源の有効利用

売上高対比排出物等排出量
を2014年度と同等 6.1％低減 売上高対比排出物等排出量

を2015年度対比5％低減

水資源の節約 生産活動における水使用量
の低減活動の推進

売上高対比水使用量
を2014年度と同等 8.2％増 売上高対比水使用量

を2015年度対比5％低減

① 環境方針ISO14001
環境マネジメントシステム

⑥ 継続的改善

② 計 画
● 環境側面
● 法的、その他の要求事項
● 目的、目標および実施計画

⑤ 経営層による
 見直し

③ 実施･運用
● 資源、役割、責任
● 力量、教育訓練、自覚
● コミュニケーション
● 環境管理システム文書、文書管理
● 運用管理
● 緊急事態への準備、対応

④ 点検･是正処置
● 監視、測定
● 不適合、是正処置、予防処置
● 記録の管理
● 環境管理システムの監査

環境マネジメントシステム運用

澤藤電機は、1997年にISO14001の環境マネジメントシステムを認証取得してから適切に機能していることをチェッ

クするため、毎年定期的に内部環境監査、ISO 審査機関による外部審査を実施し、環境マネジメントシステム運用につい

て継続的な改善に取り組んでいます。

目標と実績

澤藤電機は、各環境活動において取り組み方針、目標値を設定して全社を挙げて目標達成のために全力で取り組んでい

ます。今後、さらなる環境の保全をめざして環境活動に取り組んでいきます。

2015年度における取り組み方針、目標値、実績と2020年度目標値は次の通りです。
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エネルギー
電力 9,886 MWh （－4％）
A重油 79 kℓ （－45％）
ガソリン 53 kℓ （+3％）
灯油 134 kℓ （+25％）
軽油 12 kℓ （+93％）
プロパン 134 t （－5％）

温室効果ガス
CO2 4 ,666 t （－7％）
5ガス 0 t （±0％）

大気への排出ガス
SOx 0 .1 t （－45％）
NOx 2 .1 t （+337％）※1
ばいじん 0.09 t （+276％）※1

製品
発電機 99,901 台 （－2％）
冷蔵庫 65,026 台 （+4％）
電装品 976 ,993 台 （－4％）

早川への排水
総排水量 50,871 ㎥ （+18％）
BOD 0.2 t （+138％）
COD 0.2 t （+74％）

水 60,984 ㎥ （+6％）
市水 4,558 ㎥ （+10％）
井戸水 43,257 ㎥ （+2％）
工業用水 13,169 ㎥ （+19％）

主要原材料 8,610 t （－12％）
鉄 6,830 t （－12％）
銅 730 t （－12％）
アルミ 770 t （－15％）
樹脂材料 280 t （－8％）

化学物質
スチレン 1.5 t （－11％）
トルエン 7.2 t （－15％）
キシレン 4.6 t （－2％）
その他 2.8 t （+3％）

輸送燃料 214 kℓ （+4％）
包装梱包材 83 t （－6％）

化学物質 42 t （－4％）

廃棄物排出量 424 t （+12％）

CO2排出量（物流）561 t （+4％）

プレス

INPUT
（エネルギー・資源投入量）

OUTPUT
（製品および排出環境負荷物質量）事業活動

溶接

機械加工

塗装

組立

評価

物流

再利用材
.5 .8ｔ（－20％）

再利用水
.3 ,741㎥（－48％）

事業活動における投入資源と排出環境負荷

澤藤電機の事業活動により生み出された製品や使用されたエネルギーは、廃棄物やCO2となって排出され環境に影響を

およぼします。効率的な環境負荷低減活動を推進するためINPUT（エネルギー・資源の投入量）とOUTPUT（製品およ

び排出環境負荷物質量）を把握し環境保全に取り組んでいます。

（  ）内は2014年度を基準として2015年度
の増減分をパーセント表記しました。

※1 2015年9月よりボイラー（灯油）を新規稼働
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（単位：百万円、百万円未満は–）

項 目 コスト

事業エリア
内コスト

大気汚染、水質汚濁など公害防止コスト
省エネ対応などの地球環境保全コスト
リサイクルや廃棄物適正処理の資源循環コスト

445

上下流
コスト

製品のリサイクルや回収・適正処理のためのコスト
グリーン購入など環境負荷低減のための追加コスト

–

管理活動
コスト

環境マネジメントシステムの整備・運用コスト
環境負荷の監視コスト
環境情報開示や社員への教育コスト

64

研究開発
コスト

環境保全対応製品の研究開発コスト
環境負荷抑制の研究開発コスト

370

社会活動
コスト

緑化、美化など環境改善支援対応コスト
地域の環境活動など、社会貢献対応コスト

1

環境損傷
コスト 自然修復のためのコスト –

合計 880

（単位：百万円）

項 目 効 果

収益 リサイクルによる売却益 18

省エネ コジェネレーションシステム、太陽光発電シ
ステム、省エネ活動による改善効果 10

省資源 省資源・リサイクル活動による改善効果 1

合計 29

環境会計

澤藤電機は、環境活動を行う上で環境省の「環境保全

コストの把握および公表に関するガイドライン」を参考

に環境会計を導入しています。環境保全コストを管理し、

環境保全対策の費用対効果を分析することで効率的かつ

効果的な環境取り組みを推進しています。

環境保全、研究開発、設備投資、リサイクル活動など

の環境取り組みに経営資源を投入し、環境への取り組み

の強化を継続的に推進しています。

環境リスクへの対応

澤藤電機は、工場の生産活動をサポートする特別高圧

受変電所、自家発電のコジェネレーションシステム、ボ

イラー、給排水施設、廃棄物保管施設などの環境関連施

設および2,000台を超える生産設備を運転して操業して

います。

施設、設備の運転により発生する環境負荷物質につい

ては、関連法規制や県条例、太田市との環境汚染防止協

定を遵守し、定期的に監視しています。

また、環境リスクの洗い出しを進め、リスク再評価に

取り組むとともに環境事故の未然防止とリスクの最小化

をめざします。

さらに、想定される緊急事態について、環境に影響を

およぼさないように訓練を実施しています。

近隣の地区役員の方々と2カ月に1回情報交換を図り、

工場周辺にお住いの方々に安心いただけるよう災害の未

然防止に努めています。

環境教育・啓発活動

環境マネジメントシステムを有効に機能させるために、

全社員および構内作業業者を対象とした環境教育を実施

しています。また、全社員が環境保全意識を高めて行動

するために「環境方針」および自分自身の「活動目的、目

標値、行動」を記載した環境カードを携行しています。

さらに、各職場で展開した省エネ省資源の優秀改善事

例を、毎年2月に実施する省エネ月間キャンペーンで選

出して表彰し、啓発に役立てています。その他、資格を

要する特殊業務については資格取得の教育を支援してい

ます。緊急対応教育や環境汚染防止教育などについても

継続的に行っています。

環境保全コスト

環境保全効果

緊急事態処置訓練

構内でエンジンオイルを運搬中に誤って転倒し、路上

に漏洩したという想定で、緊急事態処置訓練を行いま

した。土のうを使った堰き止め処置や通報手順の確認

をしました。
（2015年12月9日）
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構造および材質最適化により、
長寿命化を達成

 
 

運転負荷：50％の場合

低減

２極 多極 効果

２極 多極 効果容積 22,156
φ ：28㎝
 L ：36㎝

質量
質量低減

容積低減

低減

3

7,544 66%
φ ：31㎝
 L ：10㎝

質
量
（

多極発電体２極発電体

２排出量比較（運転50％負荷時）発電体の質量比較

13

49 5.5 4.8

（７kW）（6.5kW）
多極発電体２極発電体
（７kW）（6.5kW）

多極発電体の
回転部模式図

２極発電体の
回転部模式図

エンジン
発
電
体

インバータ

出力

エンジン 発電体

出力

発電機出力

エ
ン
ジ
ン
回
転
数

高

低

低 高 最大
出力 発電機出力

エ
ン
ジ
ン
回
転
数

高

低

低 高 最大
出力

回転数変動
回転数一定

製品開発における環境取り組み （ 1 ）

冷蔵庫における環境取り組み

澤藤電機の冷蔵庫は、オゾン層保護に対してはオゾ

ン層破壊物質（CFC ,.HCFC）の使用はゼロになっており

ます。

地球温暖化へ影響する温室効果ガスとしては冷媒およ

び断熱材に使用する代替フロン（HFC）が挙げられます。

地球温暖化防止に対しては次のような取り組みを行っ

ています。

【冷媒】*

現在、地球温暖化係数の低い代替ガスへの切り替え

に向けて検討しております。

【断熱材（発泡材）】**

2012年3月末に地球温暖化係数の低いシクロペンタ

ンへの切り替えを完了いたしました。

 * 冷媒 ：冷蔵庫内の冷却器、外部の圧縮機（コンプレッ
サ）、放熱器内を循環して冷却器を冷やし、
放熱器で放熱するための媒体物

 ** 断熱材：冷蔵庫の庫内と外部の間の熱の伝導を抑える

電装品における環境取り組み

商用車の環境への取り組み課題として、燃費を低減

（CO2排出量を削減）することが挙げられます。

この燃費低減方策の一つとして、エンジンのアイドリ

ングストップがあります。

澤藤電機では、スタータの長寿命化を図り、頻繁なエ

ンジン始動にも耐え得るアイドリングストップ用スター

タを開発し、燃費低減（CO2排出量低減）に貢献をしてい

ます。

発電機における環境取り組み

発電機の小型軽量化と燃費の向上
発電機において、発電体を「2極発電体」から「多極発電
体」に変えることにより、発電機の小型軽量化・製造時
のCO2低減を実現しました。多極発電体と発電機イン
バータの組み合わせで、エンジンの回転数可変が可能に
なります。この機能を用い、低出力時の回転数を下げ
ることで燃費向上を図り、使用時のCO2低減を図りま
した。また、2極発電体でも積厚削減を実現しました。
（φ190 ▲17％、φ160 ▲30％）

多極（インバータ）発電機と主な構成体

発電方式の比較

多極（インバータ）発電機

【2極発電機】 【多極（インバータ）発電機】

多極発電体

【発電体の小型軽量化】 【使用時のCO2低減】

インバータ

29



電装品 発電機 冷蔵庫

対応.
規制

ELV 指令対応
自工会自主規制

RoHS 指令対応 RoHS 指令対応

使用済車両（Endo fL i feVeh ic le）からの廃棄物の低減、適
正処理に関するEU 指令。鉛、カドミウム、6価クロム、水銀
が対象。

電子・電気機器における特定有害物質の使用制限についての
EU指令。鉛、カドミウム、6価クロム、水銀、PBB、PBDE が
対象。

REACH（Regis t r a t ion , Eva lua t ion , Author i za t ion and
Restr ictionofChemicals）は、2007年6月1日から新しくスター
トした、欧州における化学物質の総合的な登録・評価・認可・制限
の制度。

■粉砕材を混合した樹脂部品

■冷蔵庫部品

軽量小型化により、体積50％減達成。材料使用削減に寄与。

発電機ステータコア
一体成型ボビン

ナイロン使用

発電機冷却ファン オルタネータ用
リアカバー

■再利用したダンボールと
空き箱の梱包例

■再利用ダンボールや
空き箱の収納ラック

製品開発における環境取り組み （ 2 ）

3R の取り組み

澤藤電機は、循環型社会構築のために、資源を大切にし、

再利用できるものは再利用し、再利用できないものは再

資源化をする3Rを推進しています。

環境負荷物質規制への対応

環境法規制、得意先様の要求を受けて、澤藤グリーン

調達ガイドラインを発行し、環境負荷物質管理のできる

体制を整備しています。

また、全製品に対して対象物質全廃に向けた取り組み

を推進しています。

【ELV 指令】

【RoHS 指令】

REACH 規則への取り組み

欧州REACH 規則に沿って、各部品の化学物質含有調

査を実施しながら、対応に必要な情報を積極的に収集し

て対応を図っています。

【REACH規則】

環境性・省エネ性向上をめざした製品開発の強化

ディーゼルエンジンを搭載した商用車においても、排

ガス対策と燃費向上に有効なハイブリッド化が進んでい

ます。

澤藤電機は、コア技術である電気回転機技術を活用す

ることで、エネルギー回生や高効率・小型軽量化などの

低燃費化要求に対応した製品の研究開発を積極的に行っ

ています。

また、これらの製品にエレクトロニクス技術を融合す

ることで、さらに高いレベルでの価値を追求しています。

リデュース：廃棄物の発生抑制を行うことReduce

形状変更・工法改善などにより廃棄物発生の抑制を図っ
ています。

リユース：再利用することReuse

リサイクル：再資源化を行うことRecycle

樹脂廃棄物を粉砕し、原材料に適切な割合で混合するこ
とでリサイクルしています。

不要になったダンボールや空き箱を利用して、製品梱包
時のクッション材などに再利用しています。

再利用したダンボールと空き箱
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